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こども誰でも通園制度（仮称）の本格実施を見据えた
試行的事業実施の在り方に関する検討会

１．趣旨

〇 全てのこどもの育ちを応援し、こどもの良質な成育環境を整備するとともに、全ての子育て家庭に対して、多
様な働き方やライフスタイルにかかわらない形での支援を強化するため、現行の幼児教育・保育給付に加え、月
一定時間までの利用可能枠の中で、就労要件を問わず時間単位等で柔軟に利用できる新たな通園給付（「こども
誰でも通園制度（仮称）」）を創設することとしている。具体的な制度設計に当たっては、基盤整備を進めつつ、
地域における提供体制の状況も見極めながら、速やかに全国的な制度とすべく、本年度中に未就園児のモデル事
業を更に拡充させ、2024年度からは制度の本格実施を見据えた形で実施することとしている。

〇 このため、本格実施を見据えた形での試行的事業の実施に向けて、成育局長が、学識経験者や、保育所・認定
こども園・幼稚園などの関係事業者、自治体に参集を求め、試行的事業実施の在り方について検討し、2024年度
の試行的事業の実施方針をとりまとめることとする。

〇 なお、検討会については原則公開とする。

３．スケジュール

９月21日 第１回検討会
12月 中間とりまとめ
（３月頃 とりまとめ）

２．主な検討項目

（１）「こども誰でも通園制度」（仮称）の意義
（２）「こども誰でも通園制度」（仮称）の事業実施上の留意点
（３）施設・事業類型毎の事業実施のイメージ
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こども誰でも通園制度（仮称）の本格実施を見据えた
試行的事業実施の在り方に関する検討会

４．構成員

秋田 喜代美 学習院大学文学部教授 東京大学名誉教授

内野 光裕
全日本私立幼稚園連合会副会長
学校法人内野学園清瀬ゆりかご幼稚園理事長

王寺 直子
NPO法人全国認定こども園協会代表理事
社会福祉法人淨元福祉会理事長

大川 秀子 栃木市長

尾木 まり 有限会社エムアンドエムインク子どもの領域研究所所長

奥山 千鶴子
NPO法人子育てひろば全国連絡協議会理事長
認定NPO法人びーのびーの理事長

小野 敏伸 福岡市こども未来局子育て支援部運営支援課長（保育機能強化推進担当）

菊地 加奈子
社会保険労務士法人ワーク・イノベーション代表
特定社会保険労務士

北川 聡子 社会福祉法人麦の子会理事長

倉石 哲也 武庫川女子大学心理・社会福祉学部教授

駒崎 弘樹
NPO法人全国小規模保育協議会理事
認定NPO法人フローレンス会長

志賀口 大輔
社会福祉法人日本保育協会前青年部長
社会福祉法人和光会なごみこども園園長

竹原 健二
国立成育医療研究センター研究所政策科学研究部・部長
成育こどもシンクタンク戦略支援室・副室長

原田 樹 七尾市健康福祉部子育て支援課長

堀 科 東京家政大学准教授

万井 勝徳 高槻市子ども未来部長

水嶋 昌子
ＮＰＯ法人家庭的保育全国連絡協議会理事長
みずしま保育室施設長

山内 将 松戸市子ども部参事監兼保育課長

※計18名。オブザーバー：文部科学省
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こども誰でも通園制度（仮称）の本格実施

を見据えた試行的事業実施の在り方

について

令和５年９月２１日

こども家庭庁成育局保育政策課

第1回こども誰でも通園制度（仮称）の本格実施を見据えた試

行的事業実施の在り方に関する検討会

2023年９月21日
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全ての子育て家庭を対象とした保育の拡充
～「こども誰でも通園制度（仮称）」の創設～

〇「こども未来戦略方針」 ～次元の異なる少子化対策の実現のための「こども未来戦略」の策定に向けて～
（令和５年６月13日閣議決定）（抜粋）

２．全てのこども・子育て世帯を対象とする支援の拡充
（３）全ての子育て家庭を対象とした保育の拡充～「こども誰でも通園制度（仮称）」の創設～
○ ０～２歳児の約６割を占める未就園児を含め、子育て家庭の多くが「孤立した育児」の中で不安や悩みを抱え
ており、支援の強化を求める意見がある。全てのこどもの育ちを応援し、こどもの良質な成育環境を整備するとと
もに、全ての子育て家庭に対して、多様な働き方やライフスタイルにかかわらない形での支援を強化するため、現
行の幼児教育・保育給付に加え、月一定時間までの利用可能枠の中で、就労要件を問わず時間単位等で柔軟に利用
できる新たな通園給付（「こども誰でも通園制度（仮称）」）を創設する。具体的な制度設計に当たっては、基盤
整備を進めつつ、地域における提供体制の状況も見極めながら、速やかに全国的な制度とすべく、本年度中に未就
園児のモデル事業を更に拡充させ、2024年度からは制度の本格実施を見据えた形で実施する。

〇令和６年度概算要求事項

１ 総合的な子育て支援
（３）こども誰でも通園制度（仮称）の試行的実施 【事項要求】

・ こども誰でも通園制度（仮称）の本格実施を見据えた形での試行的実施について、「こども未来戦略方針」を
踏まえ、予算編成過程において検討する。
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保育所の空き定員等を活用した未就園児の定期的な預かりモデル事業
具体的な実施状況
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1 栃木県栃木市

・地域子育て支援センター併設の認定こども園で実施。センターを利用している親子に日常的に関わりを持つことで、モデル事業への勧奨をスムーズに展開している。
・一時預かり事業と合わせた受け入れ枠を設け、利用調整を行い登録利用者で分け合い行っている。
・モデル事業担当保育士は、予約登録対応や保護者の面談をすることも趣旨とし、クラスに馴染めない場合などは、親子での支援センター利用を促したり、別室で対象児童と過ごしている。なお、集団保育
に慣れてきた場合や集団保育に適応可能な対象児童は、クラス担当保育士がクラス別保育室にて保育を行うことができるようになっている。
・モデル事業担当保育士は、クラスに馴染めない場合など必要に応じたこどものフォローを行うが、予約登録対応・保護者の面談・こどもの園での様子を伝えるなど、保護者対応を行うことが多い。
・タブレット端末とSNSを活用することで、場所を選ばず家庭とのやり取りや予約対応ができるようになり、迅速な対応と事務負担の軽減を実現。

2 千葉県松戸市

・公立園３園で実施。
・R4に市が実施した０~2歳の未就園児の保護者を対象としたアンケートに基づき、ターゲットを「育児に負担感や閉塞感を感じている保護者」に絞って事業を実施。
・待機児童対策で増設したプレハブの保育室が空いているため、専用の部屋として使用して預かっている（２施設）。また、プレハブ保育室を活用しながら、預かりは同年齢クラス内において行うクラス吸
収型にて実施（１施設）している。なお、いずれも専任保育士が対応している。
・市のホームページに情報を掲載しているが、チラシは保健師や子育て支援拠点等にのみ配布。
・週一回イベント開催日を設けているため、イベント参加をきっかけとして利用希望者が増えてきている。
・現場と同じ内容を本課でも把握しておく必要があるため、パソコンの共有フォルダを利用して申し込みの状況や出欠席の状況を相互に確認。

3 東京都文京区
・認可外保育施設の空き教室を活用し実施。区報及び区HPで募集案内を載せたところ、募集開始後5分程度で定員を超える応募があり、100名以上のキャンセル待ちが出ている状況。
・利用者や申込者にアンケートを取っているが、この料金だから使いやすいという声も多く、ニーズが多いので料金設定を再考しようとは考えていないが、一時預かり事業との料金のバランスは検討の必要
があると考えている。

4 東京都八王子市 ・幼稚園型認定こども園にて、0～2歳児の受け入れを実施。0.1歳児は親子、2歳児は預かりを、それぞれ週１日・１日２時間程度実施。
・月～木のうち、毎週1日固定曜日に利用し、地域の未就園児家庭の支援という位置づけでモデル事業を実施をしている。

5 石川県七尾市
・県の在宅育児家庭通園保育モデル事業（３歳未満の未就園児/１日４時間以上/週１回以上/３か月以上/希望施設は調整の上決定）を2015年（平成27年）より実施。
・受入に際しての大きな違いはなく、大変さや課題感などはほとんど感じられないとのこと。
・県のモデル事業と本モデル事業を、施設側が使い分けをしている。利用料も施設によってバラつきがあり、一時預かり事業も含めて今後整理が必要であると考えている。

6 岐阜県岐南町

・R5.4より、休園になった保育所を活用し、支援が必要なこどもを受け入れる『多機能型地域子ども安心センター』を開設し、モデル事業も実施している。
・親子通所事業と単独通所事業（15名定員・年少～就学前・町内保育所等の在籍）があり、単独通所事業の空き定員で未就園児も含めたモデル事業を実施。1対1の対応で、他児との関わりも積極的に行って
いる。
・定員の空きが少ないため、要支援家庭やハイリスクを抱える母子などを対象にしていることで、受け入れに限りがある。
・対象となった家庭についても、1歳未満の子どもを施設では受け入れられない、施設までの距離があり通えない等により利用できないという課題があり、つながらないケースがある。

7 大阪府高槻市

・現在でも地域の未就園児家庭を支援する事業（２歳児の預かり/親子クラス/園庭開放等）を展開している幼稚園型認定こども園。
・従来の未就園児対象事業を継続して利用している方とは別に、新たに本モデル事業のために登録をした方も一定数いるとの報告あり。
・担当保育士は幼稚園のクラス担当経験30年のベテランであるが、２歳児対応は初めてであり、園として各研修や保育所勤務保育士との意見交換など積極的に実施している。
・保護者を含む地域ボランティアによる園活動の見守りも盛んである。
・園独自の調査では、保護者のニーズとして、同月齢の関わりを持たせたいという意見が多いが、保護者自身は親同士の関わりを求める傾向は低く園や職員とのつながりの中で子育て相談をしたいニーズが
高い傾向がみられている。

8 香川県多度津町
・認可保育所において、子育て支援事業と連携し、一時預かり事業を利用している地域の未就園児家庭へのアプローチを行っているが、定期利用に対する抵抗感や利用料負担への懸念の声が保護者からあ
がっており、利用に繋がらないとの報告あり。
・一時預かり事業のニーズは高い。

9 福岡県福岡市

・市内３つの認可保育所に委託をし実施。
・受入予定の定員を超えた多数の申し込みがあり、優先利用の対象となる事項を設定し点数化することで利用調整を行った。合計点数の高い順に利用希望日をあてはめ、重複する場合や優先利用以外の方は、
抽選により利用者を決定した。
・障がい児の受入れに関しては、当日の預かり児童数を縮小することで対応。

10 長崎県東彼杵町

・人口1万人に満たない地域で実施しているが、広域利用による近隣自治体からのニーズも高い。
・余裕活用型で実施のため、登降園の時間差や個別対応への苦慮もあるようだが、在園児でも個別対応があるのは当然であるという認識のもと対応をしている。
・子育て支援室（子育て支援事業）が併設されており、一時預かり事業やモデル事業への促しを行っている。
・積極的な保育士確保対策（広報活動と宿舎借り上げ）により保育士にも余裕があり、受入スペースもあるため、希望者は全員受け入れる予定。

2023.9.19現在 各自治体から聞き取りをしたり、視察等によって得た情報をとりまとめたもの。随時更新。



こども誰でも通園制度（仮称）の本格実施を見据えた
試行的事業実施の在り方に関する論点
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（１）「こども誰でも通園制度」（仮称）の制度について

〇 制度の全体像について

〇 なぜ「こども誰でも通園制度」の創設が求められるのか
〇 こども、保護者にとってどういった意義があるのか

〇 通常の保育や一時預かりとは異なる「こども誰でも通園制度」の意義は何か

〇 職員に求められる力量や難しさ、やりがいはどのようなものか

（２）「こども誰でも通園制度」（仮称）の試行的事業実施上の留意点

〇 令和６年度の試行的事業について

〇 試行的事業を実施する上で、年齢横断の共通の留意点・論点は何か

〇 年齢ごと（０歳児、１歳児、２歳児）のかかわり方の特徴と留意点は何か

〇 利用方法（定期利用、自由利用）毎の特徴と留意点は何か
〇 実施方法（一般型（在園児と合同、または、専用室独立実施型）、余裕活用型）毎の特徴と留意点は何か

（３）施設・事業類型毎の事業実施のイメージ

〇 保育所・認定こども園をベースにして実施する場合

〇 小規模保育をベースにして実施する場合

〇 家庭的保育事業をベースにして実施する場合

〇 幼稚園をベースにして実施する場合

〇 地域子育て支援拠点をベースにして実施する場合

（４）その他

〇 要支援家庭への対応上の留意点は何か

〇 市町村において、地域の実情を踏まえた事業実施に向けて検討しなければならないことは何か

〇 こども誰でも通園制度に係るシステムの構築について



論点（１）こども誰でも通園制度（仮称）の制度について①

⚫ こども誰でも通園制度（仮称）の制度については、子ども・子育て支援等分科会において議論することとしている
が、本検討会において試行的事業実施の在り方を検討する前提として、現在検討している制度の概要を、下記のと
おりお示しする。
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制度の全体像

給付制度の立て付け • 現行の「子どものための教育・保育給付」とは別に、新たに「〇〇給付（名称は精査中）」を子ども・子育
て支援法に設けることを想定。

利用対象者の認定 • 対象者の市町村による認定の仕組みを、子ども・子育て支援法に設けることを想定。
• ただし、認定は、保育所、認定こども園、地域型保育事業等に通っていない児童（未就園児）であるかを確
認するといった市町村の負担が少ない形とする。

（注）０歳６か月までは伴走型支援や産後ケア事業等で対応することを想定し、こども誰でも通園制度では０歳６か月
～２歳児の未就園児のいるすべての家庭を対象とすることを想定

事業実施者の指定 • 本制度を行う事業者について、保育所、認定こども園、地域型保育事業所、幼稚園、地域子育て支援拠点な
ど、幅広い事業者において行うことを想定しており、本制度を行う事業者について市町村が指定する仕組み
を、子ども・子育て支援法に設けることを想定。

契約の仕組み • 本制度の利用に当たっては、市町村による調整を行うのではなく、利用者と事業実施者との直接契約で行う
ことを想定。

公定価格の仕組み • 「子どものための教育・保育給付」の公定価格の仕組みとは別に、新たに「〇〇給付（名称は精査中）」の
運営費に係る補助をする給付を設けることを想定。

• 利用者負担については、事業者において徴収することを想定。

その他 • 一時預かり事業は、こども誰でも通園制度と異なり、利用対象者は未就園児だけではなく、日常生活上の突
発的な事情や社会参加などにより、一時的に家庭での保育が困難となった場合などにおいて、保育所等で乳
幼児を一時的に預かり、必要な保護を行う事業であるため、引き続き現行の事業を継続させる必要がある。



8

〇 なぜ「こども誰でも通園制度」の創設が求められるのか
〇 こども、保護者にとってどういった意義があるのか
〇 通常の保育や一時預かりとは異なる「こども誰でも通園制度」の意義は何か
〇 職員に求められる力量や難しさ、一方で職員にとってのやりがいはどのようなことが考えられるのか

〇 こども、子育て政策の抜本的強化を検討する過程の中で、０～２歳児の約６割を占める未就園児を含め、子育て家庭の多くが「孤立し
た育児」の中で不安や悩みを抱えており、支援の強化を求める意見がある中、就労要件を問わず、全てのこどもの育ちを応援し、全ての
子育て家庭に対する支援を強化することが強く求められてきた。
こうしたニーズに対応するため、「こども誰でも通園制度」の創設を打ち出すことにしたもの。

〇 こども誰でも通園制度の導入により、こどもや保護者にとって以下のような意義があるのではないか。

① こどもにとって、在宅で子育てをする世帯のこどもも、家庭とは異なる経験や、地域に初めて出て行って家族以外の人と関わる機会
が得られる。
こどもに対するかかわりや遊びなどについて専門的な理解を持つ人がいる場で、同じ年頃のこども達が触れ合いながら、家庭にいる

だけでは得られない様々な経験を通じて成長できる。

② こどもに対するかかわりや遊びなどについて専門的な理解を持つ人からこどもの良いところや育っているところを伝えられる、こど
もの可愛らしさを共感してもらう、自身やこどもへの温かい言葉や応援の声をかけられるなど、保護者が園と関係を持つ中で「家族以
外の人が自分たちを気にかけている」と実感できることは、こどもへの接し方が変わるきっかけとなったり、こどもについて新たな気
づきを得たりするなど、こどもの育ちや保護者とこどもの関係性にも大きく関わっていく。

③ 保護者にとっても、こどもに対するかかわりや遊びなどについて専門的な理解を持つ人とのかかわりにより、ほっとできたり、孤立
感、不安感の解消につながるとともに、月に一定時間でもこどもを預かってもらえることで育児の負担の軽減につながる。

〇 こども自身や保護者のウェルビーイングが向上することは、ひいては「こどもまんなか社会」、「社会全体のウェルビーイングの向
上」につながる。
一方で、「『幼児期までのこどもの育ちに係る基本的なヴィジョン（仮称）』の策定に向けた中間整理（案）」において、家庭環境や

心身の状況等にかかわらずすべてのこどもの育ちを保障すると記載されている趣旨を踏まえ、本制度で預かるこどもに対する関わり方
について具体的に示すことが重要ではないか。

論点

論点（１）こども誰でも通園制度（仮称）の制度について②
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〇 現行の各制度と比較すると、以下のような意義があるのではないか。

① 現行の教育・保育給付では、利用できる者が、就労等の保育の必要性がある者に限定されており、専業主婦（夫）家庭等も含めた未
就園児のいるすべての家庭に対する支援には限界がある中、こども誰でも通園制度では就労要件を問わず誰もが利用できる。

② 現在の一時預かりは事業である一方で、こども誰でも通園制度は①給付制度とすることで一定の権利性が生じること、②全国どの自
治体でも共通で実施することで、制度利用のアクセスを向上させる意義がある。

③ 一時預かり事業では、利用者が事業者に直接利用を申し込むことが基本であるが、こども誰でも通園制度では、認定の申請をする人
としない人や、認定を受けた上でどの程度利用しているかを自治体が把握することができ、支援が必要な家庭の把握などにつなげてい
くことができる。

〇 職員にとってみると、以下のようなことが考えられるのではないか。

① こどもの日々の体調、好きな遊びなど、こども一人一人の特性・特徴を時間をかけて把握して関わっていくこと、通常の保育と比べ
ると少ない時間で理解することや、こどもの育ちを連続的に捉えることに難しさがある一方で、これまでかかわることの少なかったこ
どもや家庭とかかわることで、専門性をより地域に広く発揮できるのではないか。

② 保育所等では普段関わることの少ない、在宅で子育てをする保護者とも関わっていくことができ、その保護者に対して家庭だけでは
気づかないことを伝えたり、育児負担や孤立感・不安感の解消につなげていくなど、在宅で子育てをする保護者に対しても専門性を発
揮できるのではないか。

③ こども毎に在園時間が異なることを踏まえ、現場の実情に応じた職員体制等のマネジメント、リスク管理、従事者間の情報共有が適
切になされることが重要ではないか。

論点（１）こども誰でも通園制度（仮称）の制度について③



論点（２）「こども誰でも通園制度」（仮称）の試行的事業実施上
の留意点について①

⚫ こども誰でも通園制度（仮称）については、令和６年度概算要求において、本格実施（改正法が施行され、全国の
自治体での実施）を見据えた形での試行的実施を実施することとしている。

⚫ 試行的事業の内容については、事項要求であり予算編成過程において検討することとしているが、予算編成過程の
検討と並行して、本検討会においては、試行的事業の実施に向けて、具体的な事業実施の留意点について検討する。

⚫ 令和５年度のモデル事業では、こどもや保護者への効果の検証に重点を置いており、施設毎に補助基準額を設定し、
31自治体、50事業者での実施だったが、2024年度の試行的事業では、自治体における提供体制の整備を促すため、
実施自治体数は拡充した上で、人口規模に応じた自治体毎の補助総額の上限を設け、その範囲内で多くの事業者が
実施できるようにすることで、本格実施を見据えた形での実施が可能とすることを検討している。

⚫ また、2024年度の試行的事業では、補助基準上一人当たり「月１０時間」を上限として行うことを検討している。

（※）「月１０時間」は１日中利用するとすれば月１回、午前約２時間利用するとすれば毎週利用するというイメージ

（※）一時預かりの整備状況は未就園児１人当たりで見ると年間約 2.86 日（月１～２時間程度に相当）となっており、
月１０時間利用できる試行的事業は、一時預かりよりも相当程度多く利用できることとなる

⚫ 人員配置については、令和５年度のモデル事業と同じく、一時預かり事業の配置基準と同様とする予定。

10

令和６年度の試行的事業について
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〇 試行的事業を実施する上で、年齢横断の共通の留意点・論点は何か
〇 年齢ごと（０歳児、１歳児、２歳児）のかかわり方の特徴と留意点は何か

【共通の論点】
・事業実施に当たっては、「こどもの安全」が確保されることが大前提。
①アレルギーなど、こどもの安全を確保するために必要不可欠な情報は、どの事業者を利用する場合でも事前に把握できるようにする必
要があるのではないか。

②０～２歳児を受け入れたことがない事業所で低年齢児の受入れに当たっては、受け入れ可能かどうか、より厳格な確認が必要ではない
か（※例えば、午睡の際の安全確認の意識が十分にあるか等）。

③食事については、特に離乳食の必要も考えると、提供を必須とはせず持参方式も認めるべきではないか。
④慣れるまでに時間がかかるこどもに対してどのようにフォローしていくべきか。こどもが慣れるまでは、こどもだけでなく、保護者も
一緒にこども誰でも通園制度の利用場所で過ごすことを認めていくべきではないか。 等

【０歳児のかかわり方の特徴と留意点の例】
・短期間での成長・発達が特に著しく、会うたびに変化や育ちの様子が見られる楽しさや喜びがある。
・人見知りや後追いの激しいこどももおり、特に保護者と離れることへの不安が強いこどもへの対応が必要。
・体調や生活リズムに合わせた預かりが重要で、調乳や抱っこなど、乳児の身の回りの世話に関する実践的な知識・技術が必要。 等

【１歳児のかかわり方の特徴と留意点の例】
・歩けるようになったり、簡単な言葉を話しはじめる時期であり、こどもとのコミュニケーションの楽しさがある。
・ものの取り合いなどをめぐるかみつきなど、こども同士のトラブルに注意が必要。
・行動範囲が広がり探索活動が活発になるため、安全に十分留意したうえで、存分に遊べる環境を整えることが重要。 等

【２歳児のかかわり方の特徴と留意点の例】
・行動や自己表現の幅が広がる時期であり、心身の成長・発達の実感が得られる。
・「イヤ」「じぶんで」と自己主張が強くなるが、思うようにいかないことや甘えたいときもあるため、こどもの様子に応じた柔軟な対応
が必要。

・大人にとってはこれまでよりも扱いにくさを感じる場面が増えてくる時期のため、保護者も戸惑いやストレスを抱えやすいことから、職
員はそうした保護者への配慮が必要。 等

論点

論点（２）「こども誰でも通園制度」（仮称）の試行的事業実施上
の留意点について②
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〇 利用方法（定期利用、自由利用）毎の特徴と留意点は何か

〇 事業実施のイメージとして、定期利用と自由利用といった方法が考えられる。
〇 定期利用、自由利用それぞれの特徴や留意点は以下のとおり。

〇 地域によっても様々な状況があると考えられ、利用者の様々なニーズに応えられるよう、いずれかを原則とするのではなく、自治体や
事業者においていずれかの方法をとるか、組み合わせて実施するかなどを選択できることとしてはどうか。

論点

定期利用 自由利用

考え方 利用する園、月、曜日や時間を固定し、定期的に利用する方法 利用する園、月、曜日や時間を固定せず、柔軟に利用する方法

利用する場合
の予約方法

（例）
• 利用開始前に空いている定期利用枠の確認を行い、一定期間
内の利用枠を予約

（例）
• 利用前月の一定期日より翌月分の予約
• 空いていれば、利用希望の直前まで予約

特徴
• 事業者にとっては利用の見通しが立てやすく、職員のシフト
が組みやすい。保護者との関係も作りやすい

• こどもにとっては、慣れた職員と継続的な関わりを持つこと
ができ、育ちをフォローしてもらえる

• こどもの状況や保護者のニーズに合わせて柔軟に利用可能

• 様々な事業所を利用することで、多くの保育士、多くのこども
と触れ合うことができる

留意点

• 特定の事業者を利用できるこどもが固定化され、途中利用し
づらい

• 施設にとって、空き状況に応じた柔軟な受入れが困難

• 利用の都度予約する手間がかかる
• 施設にとっては、利用の見通しが立たず、受入体制を整えづら
い

• 慣れるのに時間がかかるこどもがいる

論点（２）「こども誰でも通園制度」（仮称）の試行的事業実施上
の留意点について③



〇 事業者の実施体制や特長などを踏まえ、一般型、余裕活用型といった方法が考えられる。

〇 実施方法（一般型（在園児と合同、または、専用室独立実施型）、余裕活用型）についても、実施する事業者によって、創意工夫によ
る多様な実践のかたちがあることが望ましいのではないか。 13

〇 実施方法（一般型（在園児と合同、または、専用室独立実施型）、余裕活用型）毎の特徴と留意点は何か

論点

一般型（在園児と合同） 一般型（専用室独立実施型） 余裕活用型

考え方 • 保育所等の定員とはかかわりなく、定員
設定を自由に行う方法

• 専用スペースは設けず、在園児と合同

• 保育所等の定員とはかかわりなく、定員
設定を自由に行う方法

• 在園児とは別の専用スペースは設ける

• 保育所等において、利用児童が定員に達
しない場合に、保育所等の定員の範囲内
で受入れる方法

• 基本的に在園児と合同

特徴 • こどもが在園児と関わる機会が多い

• 実質的に、こども誰でも通園制度の職員
と、保育所等の職員が合同で対応するこ
とができる

• こども誰でも通園制度を利用するこども
に合わせた環境を確保することができる

• 専任の職員の下で対応

• こどもが在園児と関わる機会が多い

• 定員の範囲内で受け入れるため、職員確
保が一般型と比べて容易

留意点 • こどもが在園児と関わる機会が多いため、
職員は在園児との関係性への配慮や環境
に慣れるための工夫が必要か

• こども誰でも通園制度を利用するこども
と在園児の利用時間帯が異なる場合があ
ることに考慮の上、対応する必要がある
ことに留意

• こどもが在園児と関わる機会が少ない

• こども誰でも通園制度の職員と保育所等
の職員の相互交流が無くなる懸念がある。
振り返りなどを合同で行うなどの工夫が
必要ではないか

• こどもが在園児と関わる機会が多いため、
職員は在園児との関係性への配慮や環境
に慣れるための工夫が必要か

• こども誰でも通園制度を利用するこども
と在園児の利用時間帯が異なる場合があ
ることに考慮の上、対応する必要がある
ことに留意

• 時期によって受入枠が減っていくことが
想定されるため、同じこどもが継続して
利用することが難しい場合がある

論点（２）「こども誰でも通園制度」（仮称）の試行的事業実施上
の留意点について④
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①一般型（在園児と合同）×定期利用中心

④一般型（専用室独立実施型）×自由利用中心

⑥余裕活用型×自由利用中心

③一般型（専用室独立実施型）×定期利用中心

⑤余裕活用型×定期利用中心

〇 利用方法（定期利用、自由利用）や実施方法（一般型（在園児と合同、または、専用室独立実施型）、余裕活用型）の組み合わせ方に
ついて、以下の６通りが考えられる。
①一般型（在園児と合同） × 定期利用中心
②一般型（在園児と合同） × 自由利用中心
③一般型（専用室独立実施型） × 定期利用中心
④一般型（専用室独立実施型） × 自由利用中心
⑤余裕活用型 × 定期利用中心
⑥余裕活用型 × 自由利用中心

②一般型（在園児と合同）×自由利用中心

論点（３）施設・事業類型毎の事業実施のイメージ①



地域子育て支援拠点事業

利用・実施方法
• 保護者が利用しやすい自由利用（②、④、
⑥）が馴染みやすいのではないか。

1515

〇 実施する施設・事業類型それぞれの特性を踏まえた事業実施のイメージは下記のとおり。

保育所・認定こども園 小規模保育事業

利用・実施方法 • ①～⑥いずれも考えられるのではないか。 • ①～⑥いずれも考えられるのではないか。

家庭的保育事業 幼稚園

利用・実施方法
• ３～５人の少人数の規模であるため、在園
児と合同で行う方法（①、②、⑤、⑥）が
馴染みやすいのではないか。

• ①～⑥いずれも考えられるのではないか。

論点（３）施設・事業類型毎の事業実施のイメージ②
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〇 要支援家庭への対応上の留意点は何か

〇 こども誰でも通園制度を積極的に利用していただけないような家庭・保護者に対して、行政からどのように周知し
たり、関係機関と連携しながら必要な支援につなげていくか。

〇 試行的事業の事業所には、多くの未就園児が通ってくることから、児童虐待の未然防止や要支援児の早期発見に結
び付けていくきっかけとなることが考えられる。

〇 事業所において、気になるこども・気になる保護者を見つけた場合の、こども本人や保護者への関わり方をどのよ
うに考えるか。

〇 必要な支援につながるよう、個人情報保護との関係に留意しつつ、行政をはじめとした関係機関との情報共有や連
携した対応を行う必要があるのではないか。

論点

論点（4）その他①
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〇 市町村において、地域の実情を踏まえた事業実施に向けて検討しなければならないことは何か

〇 市町村は、将来的な給付化も見据え、地域における預かりの提供可能量を把握した上で、計画的な提供体制の整備
を行っていただく必要があるのではないか。

〇 具体的には、各市町村において、０歳６か月～２歳の未就園児数から、受け入れに必要な定員数を算出し、必要整
備量の見込みの把握を行っていただく必要がある。
また、各市町村において、保育所、認定こども園、幼稚園、地域型保育事業所、地域子育て支援拠点事業所等でこ

ども誰でも通園制度を実施することを想定し、地域でどのように提供体制を整備していくのか検討を開始いただく必
要がある。

〇 その上で、きめ細かなニーズに対応できるよう、現行の子育て支援事業や一時預かり事業、市町村独自のこどもの
預かりに関する事業との関係など、地域の実情を踏まえた各事業の展開を行う必要があるのではないか。

論点

論点（4）その他②
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〇 こども誰でも通園制度に係るシステムの構築について

論点

論点（4）その他③

こども誰でも通園制度（総合支援システム）（仮称）

予約管理機能
（全国の空き枠の検索・予約等）

請求書発行機能
（施設から市町村への請求書発行）

データ管理機能
（利用者情報、利用実績等の管理）

予約管理
（空き枠の登録）予約・キャンセル

請求書確認

自治体

請求書発行

DB
基本情報登録
（緊急連絡先・こどもの既往歴等）

利用実績の確認

基本情報確認・
利用実績登録

利用者
施設

利用状況の確認

〇 こども誰でも通園制度について、制度の円滑な利用や、コスト・運用の効率化を図るため、全国全ての自治体で実施するものであるこ
とから国が基盤を整備し、各地方公共団体・施設・利用者が利用する形態をとることを基本と考えている。

〇 具体的には、①利用者が簡単に予約できること（予約管理）、②事業者がこどもの情報を把握したり、市町村が利用状況を確認できる
こと（データ管理）、③事業者から市町村への請求を容易にできること（請求書発行）の３つの機能を実現できるシステムの構築を検
討する。

【イメージ図】
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